
介護報酬及び請求についての説明会

桐生市保健福祉部長寿支援課
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1

訪問介護・通所介護のみを利用している人の総合事業への移行スケジュール

更新申請またはチェックリストをして、引き続き要支援（事業対象者）の認定を受けた場合

H28 1/1 2/1 3/1 4/1 5/1 6/1 H29 3/1 4/1 5/1 6/1

２月末切れ 更新申請 予防給付 予防給付
チェック
リスト

総合事業

H28 1/1 2/1 3/1 4/1 5/1 6/1 H29 3/1 4/1 5/1 6/1

３月末切れ 更新申請 予防給付 予防給付
チェック
リスト

総合事業

H28 1/1 2/1 3/1 4/1 5/1 6/1 H29 3/1 4/1 5/1 6/1

４月末切れ 更新申請 予防給付 総合事業
要支援者はチェック

リスト
総合事業

または4月に入ってから
チェックリストを実施でも可能

※H28にチェックリストをした事業
対象者は有効期間は2年間

H28 1/1 2/1 3/1 4/1 5/1 6/1 H29 3/1 4/1 5/1 6/1

５月末切れ
チェック
リスト

予防給付 総合事業



●総合事業実施後の手続き
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事業対象者の有効期間

•基本チェックリスト実施日から

２年間
（基本チェックリストを実施した月の月末まで）

•事業対象者が終了となるのは、要支援もしくは要介護に

移行したとき＝認定日の前日
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みなし指定の効力の範囲
●みなし指定の有効期間中⇒全市町村に効力が及ぶ

●有効期間満了後、更新した場合⇒各市町村域の範囲内で効力が及ぶ

※１他市が総合事業実施時、一斉移行とするのか、または要支援更新者は更新ごとに移行するかによって
異なる場合がある。 4

被保険者
総合事業
実施時期

所在地
事業所

総合事業で請求 有効期間満了後、更新した場合

桐生市
みなし指定期間：H27年4月
～H30年3月末（原則どおり）

H28年4月

桐生市
事業所 H27年4月～H28年3月：

予防給付
H28年4月～H30年3月：

総合事業

H30年4月～桐生市に更新申請を
行うことにより、サービス利用A市

事業所

B市
事業所

H29年4月～桐生市に更新申請を
行うことにより、サービス利用

A市
みなし有効期間：H27年4月
～H30年3月末（原則どおり）

H29年4月

桐生市
事業所

H27年4月～H29年3月：
予防給付※1

H29年4月～H30年3月：
総合事業※1

H30年4月～A市に更新申請が必
要A市

事業所

B市
みなし指定期間：H27年4月
～H29年3月末 H27年4月

桐生市
事業所 H27年4月～H29年3月末

H30年4月～B市に更新申請が必
要

B市
事業所 H27年4月～H29年3月末

H29年4月～B市に更新申請が必
要



国保連合会の審査支払や
請求について
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国保連合会の審査支払業務の流れ （1）利用者が事業のみを利用する場合
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国保連合会の審査支払業務の流れ （2）利用者が予防給付と事業を利用する場合
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介護予防サービス計画 地域包括支援センターは、利用者・事業者と調整して、介護
予防サービス計画を行う。



住所地特例対象者に係る市町村と国保連合会の事務処理の流れ
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国保連合会の審査支払業務の流れ 住所地特例対象者の場合
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ケアマネジメント サービス種類コードと単価

⇒介護予防ケアマネジメント費の場合は種類を「４６」ではなく、「ＡＦ」にして請求する。
13

区分
サービス種類

コード
単価（月） サービス利用パターン例

事業対象者
介護予防ケアマネジメント費
（プランＡ）

ＡＦ ４３０単位

事業（訪問介護）のみ

事業（通所介護）のみ

事業（訪問介護と通所介護）

要支援１
・要支援２

介護予防支援費 ４６ ４３０単位

給付のみ

給付と
事業（訪問介護）

事業（通所介護）

介護予防ケアマネジメント費
（プランＡ）

ＡＦ ４３０単位 事業（訪問介護と通所介護）のみ



利用者区分 サービス利用パターン例 ケアマネジメント代 支給限度額

事業対象者

事業（訪問介護）のみ

介護予防ケアマネジメント費 ５，００３単位事業（通所介護）のみ

事業（訪問介護と通所介護）

要支援１

給付のみ

介護予防支援費

５，００３単位
給付＋

事業（訪問介護）

事業（通所介護）

事業（訪問介護と通所介護） 介護予防ケアマネジメント費

要支援２

給付のみ

介護予防支援費

１０，４７３単位
給付＋

事業（訪問介護）

事業（通所介護）

事業（訪問介護と通所介護） 介護予防ケアマネジメント費

ケアマネジメント 区分支給限度額について
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ケアマネジメント初回加算の取扱い

• 初回加算の算定については、基本的には指定居宅介護支援、指定介護予
• 防支援における基準に準じ、下記①②の場合に算定できる。

①新規に介護予防ケアマネジメントを実施する場合
（介護予防ケアマネジメントの実施が終了して2月以上経過した後に、介護予
防ケアマネジメントを実施する場合）

②要介護認定から要支援認定になる場合、あるいはサービス事業対象者とし
て介護予防ケアマネジメントを実施する場合

※総合事業移行前に予防給付を受けていた者が、要支援の認定期間が満了
した翌月から、基本チェックリストによるサービス事業対象者として総合事業の
サービスを利用した場合、総合事業開始月に初回加算の算定を行うことはで
きない。
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初回加算が算定できない場合・・・

 要支援者が認定の更新をして、総合事業のサービスを利用し

た場合

 要支援者が事業対象者となった場合（又はその逆の場合）

 予防給付のサービスを使うことになり介護予防ケアマネジ

メントから介護予防支援に移行した場合（又はその逆の場合）

17



訪問・通所 サービス種類コード等について

※平成27年3月31日時点で介護予防訪問介護・介護予防通所介護の指定を受けている事業所を総合事
業の指定を受けたものとして事業所移動連絡表情報が国保連に送付される。（事業所番号は、変更なし
（新たな事業所番号が交付されることはない））
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№ サービス種類コード サービス種類名 内容

１ Ａ１
介護予防訪問介護相当サービス
（≒訪問型サービス（みなし）） 総合事業のみなし指定を受け

た事業者が請求するサービス
種類※２ Ａ５

介護予防通所介護相当サービス
（≒通所型サービス（みなし））

№
サービス
種類コード

ベースとなる
予防給付

算
定

構
造

単
位
数

地域単価
サー
ビス
コード

帳票類に出
力するサー
ビスコード
名称

利
用
者
負
担

利用者負担割合
・利用者負担額

支給限度
額管理対
象／対象
外

１ Ａ１
介護予防
訪問介護 国が

規定

国が規定
（桐生市：１
単位１０円）

国が規定
定
率

予防給付と同様（Ｈ27.8

月より負担割合証に応
じる）

国が規
定

２ Ａ５
介護予防
通所介護



訪問型サービス（みなし）サービスコード表(案）
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⇒総合事業の場合は種類を「６１」ではなく、「A1」にして請求する。濃い色の部分は契約期間が1月に満たない場合
（日割り計算用サービスコード）



通所型サービス（みなし）サービスコード表（案）
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⇒総合事業の場合は種類を「６５」ではなく、「A５」にして請求する。濃い色の部分は契約期間が1月に満たない場合
（日割り計算用サービスコード）



介護予防訪問介護相当サービス 単位・対象者

単位は現行制度と同じです。

※各種加算・減算（初回加算、生活機能向上連携加算、介護職員処遇改善加算Ⅰ～Ⅳ、サ責減算、同一建物減算
など）は給付と同一。

※事業対象者は、原則週1回。ただし、退院時などの緊急性の高い場合等はこの限りではない。
19

サービス名称 単位 桐生市の対象

訪問型サービス費
（みなし）（Ⅰ）

１月につき１，１６８単位
１日につき３８単位

事業対象者・要支援１・２

週１回程度の訪問型サービス（みな
し）が必要とされた者

訪問型サービス費
（みなし）（Ⅱ）

１月につき２，３３５単位
１日につき７７単位

要支援１・２

週２回程度の訪問型サービス（みな
し）が必要とされた者

訪問型サービス費
（みなし）（Ⅲ）

１月につき３，７０４単位
１日につき１２２単位

要支援２

週２回を越える程度の訪問型サービ
ス（みなし）が必要とされた者



介護予防通所介護相当サービス 単位・対象者

単位は現行制度と同じです。

※各種加算・減算（生活機能向上グループ活動加算、運動器機能向上加算、栄養改善加算、口腔機能向上加算、
選択的サービス複数実施加算、事業所評価加算、サービス提供体制強化加算、介護職員処遇改善加算、定員
超減算、職員減減算、若年性認知症利用者受入加算、同一建物減算など）は給付と同一。

※事業対象者は、原則週1回。ただし、退院時などの緊急性の高い場合等はこの限りではない。
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サービス名称 単位 桐生市の対象

通所型サービス費
（みなし）

１月につき１，６４７単位
１日につき５４単位

事業対象者・要支援１

通所型サービス費
（みなし）

１月につき３，３７７単位
１日につき１１１単位

要支援２



総合事業での請求開始時期

訪問・通所を利用の方は５月の国保連合会への請求（４月サービス利用分）より、総合事業での請求をお願いします。

※４月更新の訪問・通所のみ利用の要支援者は、従来どおりの認定更新をしていただきます。５月更新の要支援者から、

基本チェックリストによる特定が始まります。 21

サービス ４月請求（３月サービス分） ５月以降～（４月サービス分以降～）

訪問・通所 予防給付（様式）で請求 総合事業（様式）で請求

要支援
認定
更新者

４月１日更新者
（28.3.31有効期間
終了）

５月１日更新者
（28.4.30有効期間
終了）

６月１日更新者
（28.5.31有効期間
終了）

７月１日更新者
（28.6.30有効期間
終了）

８月１日更新者
（28.7.31有効期間
終了）

更新の
手続き
時期

２８．２月～ ２８．３月～ ２８．４月～ ２８．５月～ ２８．６月～

申請
方法

従来どおりの
認定申請

▼市役所・地域包括支援センターにおいて、基本チェックリストを活用した事業対
象者の振り分けが開始

▼従来どおりの認定申請を行う場合もあり



要介護認定等の申請期間中のサービス利用と費用の関係（事業対象者・要支援認定者）
～事業対象者が介護保険を申請し、認定結果が「非該当または要支援」となった場合～

利用サービス
認定結果

費用請求区分 非該当者（事業対象者） 要支援認定者

給付のみ
給付サービス費 全額自己負担

予防給付
ケアマネジメント費 全額自己負担

給付と総合事業
を
併用

給付サービス費 全額自己負担 予防給付

総合事業（現行相当サービス）費 総合事業 総合事業

ケアマネジメント費 総合事業 予防給付

総合事業のみ
総合事業（現行相当サービス）費

総合事業 総合事業
ケアマネジメント費

22

注１） 上記は、それぞれの指定（委託）を受けていることが前提。

注２） 月の途中で対象区分に変更がある場合は、月末における対象区分に応じたケアマネジメント費で算
定するものとする。



要介護認定等の申請期間中のサービス利用と費用の関係（要介護認定者）
～事業対象者が介護保険を申請し、認定結果が「要介護」となった場合～

利用サービス
認定結果

費用請求区分
申請日に遡って要介護として取り扱う

場合
申請日から認定日の前日まで
業対象者として取り扱う場合

給付のみ

給付サービス費

介護給付
ケアマネジメント費

給付と総合事業
を
併用

給付サービス費

介護給付総合事業（現行相当サービス）費

ケアマネジメント費

総合事業のみ
総合事業（現行相当サービス）費

介護給付 総合事業
ケアマネジメント費

23

※現行相当サービス（介護報酬基準相当）のみ、「介護給付」または「総合事業」のいずれかを選択できる。

※上記のいずれの場合もアセスメントからサービス担当者会議等適切なケアマネジメントを全て行っている
ことが前提。

（介護保険申請日から認定日前日までのサービス費の支払い方法）



※桐生市
が保険者
の場合

24

桐生市が
保険者の
場合



●事例１ 事業のみを利用している事業対象者が、認定申請を行い、介護予防支援の
暫定プランにて事業と給付サービスの利用を開始した後、要支援になった場合

内容（例） 基準日 利用サービス 請求方法

事業対象者
平成28年4月15日に
事業対象者として特定。 総合事業

訪問型サービス、
通所型サービス

総合事業の
サービス利
用分は、総
合事業で請
求

給付サービ
ス利用分及
び介護予防
ケアマネジメ
ントは給付
で請求

要支援
認定申請中

平成28年5月1日に
要支援認定申請を行う。

申請日

申請中
認定申請日より介護予防
支援の暫定プランにて給
付サービス利用開始。

利用日 総合事業＋給付
サービス

例：

訪問型サービス
＋福祉用具貸与

要支援1・2
平成28年6月1日に要支援
1・2の認定結果が出る。
※認定期間 H28.5.1～

認定日
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●事例２ 事業のみを利用している事業対象者が、認定申請を行い、介護予防支援の
暫定プランにて事業と給付サービスの利用を開始した後、非該当になった場合

内容（例） 基準日 利用サービス 請求方法

事業対象者
平成28年4月15日に
事業対象者として特定。 総合事業

訪問型サービス、
通所型サービス

総合事業の
サービス利
用分及び介
護予防ケア
マネジメント
は、総合事
業で請求

給付サービ
ス利用分は、
全額自己負
担

要支援
認定申請中

平成28年5月1日に
要支援認定申請を行う。

申請日

申請中
認定申請日より介護予防
支援の暫定プランにて給
付サービス利用開始。

利用日 総合事業＋給付
サービス

例：

訪問型サービス
＋福祉用具貸与

非該当⇒
事業対象者

平成28年6月1日に非該当

の認定結果が出て、基本
チェックリストを実施し、事
業対象者と特定。

結果日
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●事例３ 事業のみを利用している事業対象者が、要介護認定を受けた場合

内容（例） 基準日 利用サービス 請求方法

事業対象者
平成28年4月15日に
事業対象者として特定。

総合事業
訪問型サービス、
通所型サービス

事業対象者
として扱うた
め、総合事
業で請求

※利用日前
日まで

要介護等
認定申請

平成28年5月1日に
要介護等認定申請を行う。

申請日

要介護
1～５

平成28年6月1日に要介護
1～5の認定結果が出る。
※認定期間 H28.5.1～
※しかし、6月中に給付
サービスは利用しなかった。

認定日

要介護
1～５

平成28年7月1日から給付
サービスを利用開始。

利用日
給付サービス

例：訪問看護等
給付で請求
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厚生労働省Ｑ＆Ａ（平成２７年３月３１日版）

問４

基本チェックリストによりサービス事業対象者として介護予防ケアマネジメントを申請し、総合事業の訪問型サービスを
利用していた者が、要支援認定申請を行い、介護予防支援の暫定プランに基づいて総合事業の訪問型サービスと福祉
用具貸与を利用していたところ、要介護１と判定された場合は、総合事業の訪問型サービスの利用分は全額自己負担に
なるのか。

（答）

要介護認定は申請日に遡って認定有効期間が開始し、また要介護者はサービス事業を利用することができないため、
サービス事業のサービスを利用した事業対象者が要介護１以上の認定となったことにより全額自己負担となることを避け
るため、介護給付の利用を開始するまでの間はサービス事業によるサービスの利用を継続することを可能としている。

お尋ねの場合、要支援認定申請と同時に、給付サービスである福祉用具貸与の利用を開始しているため、申請日に
遡って要介護者として取り扱うか、事業対象者のままとして取り扱うかによって、以下のような考え方となる。

①要介護者として取り扱うのであれば、事業のサービスは利用できないため総合事業の訪問型サービスの利用分が全
額自己負担になり、福祉用具貸与のみ給付対象となる。

②事業対象者のままとして取り扱うのであれば、総合事業の訪問型サービスの利用分を事業で請求することができ、福
祉用具貸与が全額自己負担となる。
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